
障害者雇用を支援する施策

お問い合わせ先 都道府県支部 高齢・障害者業務課等（P77）

障害者雇用納付金制度
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お問い合わせ先 都道府県支部 高齢・障害者業務課等（P77）

障害者雇用納付金制度障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金

　 事業主や事業主の団体が障害者を新たに雇い入れたり、 障害者の安定した雇用を維持するために、

作業施設や設備の改善をしたり、 職場環境への適応や仕事の習熟のためのきめ細かい指導を行ったり

する場合には、 少なからぬ経済的負担がかかることがあります。 障害者雇用納付金制度に基づく助成金

は、 その負担の軽減を図ることで障害者の雇い入れや継続雇用を容易にしようとする制度です。

■ 助成金の種類
助成金の対象、  助成率、  限度額、  手続き等は

当機構ホームページ　h t tps : //www . j eed . go . j p/d i sab i l i t y/subs i dy/

助成金 内　容

障害者作業施設設置等助成金

　 障 害 者 を 労 働 者 と し て 雇 い 入 れ る か 継 続 し て 雇 用 し て い る 事 業 主

が、 そ の 障 害 者 が 障 害 を 克 服 し、 作 業 を 容 易 に 行 う こ と が で き る よ う

配 慮 さ れ た 作 業 施 設、 就 労 を 容 易 に す る た め に 配 慮 さ れ た ト イ レ、 ス

ロープ等の附帯施設もしくは作業を容易にするために配慮された作業

設備 （以下 「作業施設等」 といいます。） の設置または整備を行う場合

に、 その費用の一部を助成するものです。

障害者福祉施設設置等助成金

　 障害者を労働者として継続して雇用している事業主またはその事業

主が加入している事業主の団体が、 障害者である労働者の福祉の増

進を図るため、 障害者が利用できるよう配慮された保健施設、 給食施

設、 教 養 文 化 施 設 等 の 福 利 厚 生 施 設 （ 以 下 「 福 祉 施 設 等 」 と い い ま

す。） の設置または整備を行う場合に、 その費用の一部を助成するも

のです。

障害者介助等助成金

　 重度身体障害者または就職が特に困難と認められる身体障害者を

労働者として雇い入れるか継続して雇用している事業主が、 障害の種

類や程度に応じた適切な雇用管理のために必要な介助等の措置を実

施する場合に、 その費用の一部を助成するものです。

重度障害者等通勤対策助成金

　 重度身体障害者、 知的障害者、 精神障害者または通勤が特に困難

と認められる身体障害者を労働者として雇い入れるまたは継続して雇

用する事業主、 またはこれらの重度障害者等を雇用している事業主を

構 成 員 と す る 事 業 主 の 団 体 が、 こ れ ら の 者 の 通 勤 を 容 易 に す る た め

の措置を行う場合にその費用の一部を助成するものです。

重度障害者多数雇用事業所

施設設置等助成金

　 重度身体障害者または知的障害者、 精神障害者を労働者として多

数 継 続 し て 雇 用 し、 か つ、 安 定 し た 雇 用 を 継 続 す る こ と が で き る と 認

められる事業主で、 これらの障害のために事業施設等の整備を行い、

モデル性が認められる場合に、 その費用の一部を助成するものです。
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障害者雇用を支援する施策

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）

　身体障害者、 知的障害者または精神障害者などの就職が特に困難な者をハローワークな

どの紹介により新たに雇い入れた事業主に対して、 その賃金の一部を雇い入れた日から一

定期間助成することにより、 雇用機会の増大を図るものです。

次の全ての要件を満たす事業主です。

①ハローワークまたは適正な運用を期すことのできる有料 ・ 無料職業紹介事業者の紹介に

より、 身体障害者、 知的障害者または精神障害者など （65歳未満の者に限る。） を継続

して雇用する労働者として雇い入れ、 助成金支給後も引き続き相当期間雇用することが

確実であると認められる雇用保険の適用事業主。

②対象労働者の雇入れの日の前日から起算して 6か月前の日から 1年間を経過する日まで

の間に、 当該雇入れに係る事業所で雇用する被保険者を事業主の都合により解雇したこ

とがないものであること。

③対象労働者の雇入れの日の前日から起算して 6か月前の日から 1年間を経過する日まで

の間に、 当該雇入れに係る事業所において特定受給資格者となる離職理由により雇用す

る被保険者を、 当該雇入れ日における被保険者数の 6％を超えてかつ 4人以上離職させ

ていないこと。

○対象事業主

○助成額など

対象労働者

身体障害者、知的障害者
（短時間労働者※2以外）

身体障害者、知的障害者、精神障害者
（短時間労働者）

重度身体・知的障害者、精神障害者、
45歳以上の身体・知的障害者
（短時間労働者以外）

助成額 助成期間

大企業 大企業中小企業※1 中小企業

５０万円 １年１２０万円 ２年

３０万円 １年８０万円 ２年

１００万円 １年6か月２４０万円 ３年

※2　ここでいう「短時間労働者」とは、1週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の者をいいます。

対象労働者

小売業（飲食店を含む）

サービス業

卸売業

その他の業種

資本または出資額

5,000万円以下

5,000万円以下

1億円以下

3億円以下

常時雇用する労働者数

50人以下

100人以下

100人以下

300人以下

※1　ここでいう中小企業の範囲は以下のとおりです。
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障害者トライアル雇用奨励金

　ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により、 就職が困難な障害者を一定

期間雇用することにより、 その適性や業務遂行可能性を見極め、 求職者及び求人者の相互

理 解 を 促 進 す る こ と 等 を 通 じ て、 障 害 者 の 早 期 就 職 の 実 現 や 雇 用 機 会 の 創 出 を 図 る こ と を

目的としています。

○雇入れの条件
（１） ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により雇い入れること

（２） 障害者トライアル雇用等の期間について、 雇用保険被保険者資格取得の届出を行うこと。

※ このほかにも、 雇用関係助成金共通の要件などいくつかの支給要件がありますので、

詳しくは 「お問い合わせ先」 までご確認ください。

○受給額
支給対象者１人につき月額最大４万円 （最長３か月間）

障害者短時間トライアル雇用奨励金

　 継続雇用する労働者として雇用することを目的に、 障害者を一定の期間を定めて試行的に

雇 用 す る も の で あ っ て、 雇 入 れ 時 の 週 の 所 定 労 働 時 間 を 10 時 間 以 上 20 時 間 未 満 と し、 障

害者の職場適応状況や体調等に応じて、 同期間中にこれを 20 時間以上とすることを目指す

ものをいいます。

○雇入れの条件
対象労働者を次の （１） と （２） の条件によって雇い入れること

（１） ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により雇い入れること

（２） ３か月から 12 か月間の短時間トライアル雇用をすること

○受給額
支給対象者１人につき月額最大２万円 （最長 12 か月間）

次の [1] と [2 ] の両方に該当する者であること

[1]  継続雇用する労働者としての雇入れを希望している者であって、 障害者トライアル雇用

制度を理解した上で、 障害者トライアル雇用による雇入れについても希望している者

[2]  障害者雇用促進法に規定する障害者のうち、 次のア～カのいずれかに該当する者

ア　重度身体障害者

イ　重度知的障害者

ウ　精神障害者

エ　紹介日において就労の経験のない職業に就くことを希望する者

オ　紹介日前２年以内に、 離職が２回以上または転職が２回以上ある者

カ　紹介日前において離職している期間が６カ月を超えている者

○対象労働者

　 本奨励金における 「対象労働者」 は、 継続雇用する労働者としての雇入れを希望している

者であって、 障害者短時間トライアル雇用制度を理解した上で、 障害者短時間トライアル雇

用による雇入れについても希望している精神障害者または発達障害者が対象となります。

○対象労働者
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障害者雇用を支援する施策

発達障害者・難治性疾患患者雇用開発助成金

　 発達障害者または難治性疾患患者をハローワークなどの紹介により常用労働者として雇

い入れる事業主に対して助成するものであり、 発達障害や難治性疾患患者の雇用を促進し

職業生活上の課題を把握することを目的としています。

　 事業主には、 雇い入れた者に対する配慮事項等について報告をいただきます。

　 また、 雇入れから約６か月後にハローワーク職員等が職場訪問を行います。

　特定求職者雇用開発助成金 （p72 参照） と同様です。 ただし、 対象労働者の雇用の状況

などその雇用管理に関する事項について、 報告書により支給申請にあわせて管轄の労働局

に報告する事業主としています。

○対象事業主

○助成額など

対象労働者

短時間労働者以外の者

短時間労働者※2

支給額 助成対象期間

大企業 大企業中小企業※1 中小企業

５０万円 １年間１２０万円 ２年間

３０万円 １年間８０万円 ２年間

※1　ここでいう中小企業の範囲は以下のとおりです。

※2　ここでいう「短時間労働者」とは、1週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の者をいいます。

産業分類

小売業（飲食店を含む）

サービス業

卸売業

その他の業種

資本または出資額

5,000万円以下

5,000万円以下

1億円以下

3億円以下

常時雇用する労働者数

50人以下

100人以下

100人以下

300人以下

P72,73,74の
お問い合わせ先 都道府県労働局、ハローワーク

○対象労働者
次の 〔１〕 ～ 〔３〕 のすべてに該当する求職者です。

〔１〕 次の①または②に該当する者

　　①発達障害者支援法第２条に規定する発達障害者

　　②いずれかの難治性疾患を有する者 （詳しくは雇用関係助成金のご案内などでご確認くださ

い）

〔２〕 ハローワークなどの紹介の時点で失業の状態にある者

〔３〕 雇入れ日現在において満 65歳未満である者
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職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援事業

　 障害者が円滑に職場へ適応することができるように、 ジョブコーチが職場に出向き、 障害

者本人と事業主や職場の従業員に対してきめ細かな支援を行います。

　 不安やストレスを抱えやすい精神障害者等の方々に対しては、 作業遂行への支援だけで

はなく、 相談を中心とした職場内でのコミュニケーションに関する支援、 不安や緊張 ・ ストレ

スの軽減等の支援を行います。

　また、 事業主や職場の上司、 同僚に対しては、 本人の特性を踏まえた関わり方を伝えた

り、 業務内容や職場環境の調整をともに行います。

お問い合わせ先
地域障害者職業センター（p.76）※1について
※2についてはその費用の一部を助成する制度があります。助成制度についての
お問い合わせは都道府県労働局、ハローワークへ。

○ジョブコーチの種類

◆配置型ジョブコーチ※1

　 地域障害者職業センターに配置するジョブコーチです。 就職等の困難性の高い障害者を重点

的な支援対象として自ら支援を行うほか、 訪問型及び企業在籍型ジョブコーチと連携し支援を行

う場合は、 効果的 ・ 効率的な支援が行われるよう必要な助言 ・ 援助を行います。

◆訪問型ジョブコーチ※2

　 障害者の就労支援を行う社会福祉法人等に雇用されるジョブコーチです。 高齢･障害･求職者

雇用支援機構が実施する訪問型職場適応援助者養成研修又は厚生労働大臣が定める訪問型職

場適応援助者養成研修を修了した者であって、 必要な相当程度の経験及び能力を有する者が担

当します。

◆企業在籍型ジョブコーチ※2

　 障害者を雇用する企業に雇用されるジョブコーチです。 機構が実施する企業在籍型職場適応

援助者養成研修又は厚生労働大臣が定める企業在籍型職場適応援助者養成研修を修了した者

が担当します。

〔支援の契機〕　雇用の前後を問わず、 必要なタイミングで支援を行います （例 ： 不安の軽減や作業手

順を覚えるために雇入れと同時に支援を開始。 配置転換や人事異動といった職場環境の変化により職場

適応上の課題が生じたため雇用後の支援を開始）。

〔支援期間〕　個別に必要な期間を設定します （標準は２～４か月）。 職場適応上の課題が改善され、 職

場の上司や同僚が適切に関われるようになった段階で支援が終了となります。 支援終了後は、 必要な

フォローアップを行います。

※ジョブコーチが行う障害者に対する支援は、事業所の上司や同僚による支援（ナチュラルサポート）にスムーズに移行して
いくことを目指しています。
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